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あらまし：学生のユニバーサル化に伴い，様々な学生が同じ教室で授業を受ける状況が増えてきた．多

くの学習者は，自分で解決できない問題に直面した場合，授業従事者への質問や，自分や友人と勉強し

問題解決に取り組む．しかし，解決できず，授業についていけないにもかかわらず，質問もせずに授業

を受け続け，単位取得できない，またはドロップアウトする学習者がいる．本研究ではこれら学習者に

対し，授業への日常的な取り組みから，要支援学習者の特定と，授業従事者が積極的アプローチで支援

を行う．本稿では一連の研究に向け，授業取り組み状況とアンケート調査の結果を報告する．	
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1. はじめに 
大学生のユニバーサル化に伴い，教職員は様々な

学生に対し柔軟な対応が求められている 1~4)．近年，

大学の評価は就職内定率や就職企業等も重要視され

ており，就職内定率の改善は重要な課題である．本

学でも，全学や学科での取り組みにより社会人基礎

力等の育成を目指した取り組みを行ってきた 7~10)．

これらにより，本学の就職内定状況を改善できた．	
  
しかし，どのような教育的支援に取り組んでも，

改善に至らない場合がでてきた 5,6)． 

 
図 1 就職内定率の推移(2006年度〜2014年度) 
 

2. 支援が必要な学習者と求められる対応 
柔軟な支援が必要な学習者は，多くの場合，授業

について来られない，わからないことがわからない，

質問できない，授業への出席が滞るなどが見られる．

そのため，授業からのドロップアウトや，単位修得

につながらない等がある． 
これらは日常のキャンパスライフに現れる些細な

行動等に現れる場合がある 1)．例えば，テストやレ

ポートにおける手書き文字，レポート内容，授業に

おける質問内容(同じ質問を繰り返す)，授業への出
席状況(遅刻,早退等)，授業の受講態度(睡眠，トイ
レに立つ等)，配布資料の管理方法，課題への取り組
み状況(取り組み忘れ，提出忘れ・遅れ，不十分な取
り組み，取り組んでいるが出せない)，簡単なアンケ
ートへの取り組み時間(突出して早い・遅い)，各自
の持つ課題に対する自己認識と実際の取り組みや改

善傾向との乖離等である． 
ゼミなどの 5 名程度の少人数クラスである場合，

教授者は各学習者の特性を考慮しながら，授業内容

や解説方法を調整し，必要に応じて追加の個別対応

が可能である．しかし，多人数クラスの場合，1 名
の教授者が全ての学習者特性を正確に把握し、各学

習者に柔軟に合わせた授業実施は難しい．授業補助

者として SA や TA を配置することはある．授業補
助者は，多くの場合，学生である．そのため，成績

に関連する課題の評点を授業補助者への開示は難し

い．これらから授業補助者による学習者支援は，学

習者からの質問がある場合や，困っている様子が見

受けられる場合の支援に限られてしまう． 
これら学習者に対する対応は，各学習者の状態に

柔軟に対応して講じる必要がある．さらに１個人の

教員や授業補助者による対応では効果は薄く，多く

の指導協力者が連携し，対応とそれに対する効果の

正確な記録が重要である．学生の課題に対し改善に
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取り組んでいる場合，学生に対する安易な配慮や手

助けは，阻害要因になる場合もある．本学には教職

員と，授業補助者が連携して対応状況を共有できる

仕組みは存在しない．そのため，担当者間での個別

連絡による連携以上の連携は取れていなかった．ま

た対応している個人の記憶に頼っていた． 
授業において，要支援学習者(支援が必要な学習

者)は，授業に取り組む課題や出席状況と，授業担当
者(教授者と授業補助者)による学習者対応記録から，
ある程度の特定が可能であると考える． 
本研究では，これら学習者を早期にキャッチアッ

プし，授業担当者が連携して積極的な支援を行い，

単位取得状況とドロップアウト率の改善に取り組む．

また，これら事項について原因と対応手法について

学内外機関と連携して研究に取り組む． 
今回は，一連の研究に向け，事前調査を行う．事

前調査では，学習者が授業への取り組み状況に対す

る自己認識と，教員が評価している評価結果との差

異について分析を行う． 
 

3. 取り組み計画 
本研究では，日常的な授業に対する取り組み状況

と，授業における授業担当者の対応状況，改善傾向

から，要支援学習者を特定し，授業担当者が積極的

に支援を行う．これらに必要となるシステム構築と，

要支援学習者の特定方法，要支援学習者に対する対

応方法と効果検証に取り組む．システム構成案を図

2に，研究チーム構成を図 3に示した． 
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図 2	
 支援環境 
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図 3	
 研究チーム体制 

 
4. 事前調査 
今回，本研究への取り組みに向け，事前調査を行

う．事前調査は，本学	
 工学部情報メディア学科	
 ２

年生を対象に開講している授業，Webアニメーショ
ンである．本授業では，全ての授業回で，複数の課

題を課しており，締め切りは翌授業日の前日として

いる．翌授業日は，授業前に全ての提出物を教授者

が評価し，授業開始時に特徴的な提出物をレビュー

している(提出者名は非開示)．課題管理は moodle
を用いている．学習者は全ての提出物と被評価結果

を自由に何時でも確認できる．また一部課題を除き，

再提出も何時でも可能であり，再提出分については，

教授者が課題評価時に同時に評価をしている．また

再提出については，全ての授業開始後のレビュー終

了後にアナウンスしており，再提出すれば，再評価

することも伝えている． 
そのため，学習者は自身で必要があると感じてい

る場合，自身の提出物に対する評点を確認でき，減

点されている場合，それらを確認することは何時で

も可能である．履修学生数は約 30 名程度，アンケ
ート調査は半期 15回で実施している授業の第 9回
授業終了後，翌第 10 回授業開始時に行う．なお，
アンケート調査を行うことは当該授業時までアナウ

ンスしていない．現在，アンケート調査に向けた準

備を行っている． 
	
 

5. まとめ 
本稿では，大学のユニバーサル化に伴い，多様な

学習者に柔軟に対応した，支援環境の構築に向けた

研究の必要性についてまとめた．またこれら取り組

みに向け，取り組み計画と事前調査をまとめた． 
これらは，学習者が持つ課題を把握し，今後の指

導の方向性を考慮する上で非常に重要な情報となる．

これらの支援に向け，大学教育の中で可能な支援環

境と支援手法を，明らかにしていきたい．また必要

に応じて，これらシステムに記録される事例をベー

スに，学外機関と連携した学生支援を向上したい． 
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